
事務事業評価シート（総括表）

事務事業 23 介護予防事業の整備

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的

　改正介護保険法でいう「地域支援事業」のうち、介護予防事業対象者の選定及び介護予防サービスの実
施が本事業の柱となります。適切に介護予防の対象者を選び介護予防サービスにつなげることで高齢者が
できるだけ要介護状態に陥ることなく、健康でいきいきとした生活を地域で送れるよう支援するのが目的
です。

対象・手段

　対象者は介護保険未申請、介護認定非該当者のうち要介護状態への移行リスクが高い方です。主に老人
保健事業の基本健康診査で行う生活機能評価の結果から対象者（特定高齢者）を選定します。対象者には
地域包括支援センターで介護予防プランを作成し、リスクを改善する適切な介護予防サービスに参加を促
すことで要介護状態になることを予防します。

成果（事業が意図する成果）

　要支援、要介護状態に陥るおそれのある方は、高齢者人口の５パーセントとされています。これらの方に
介護予防サービスを提供し、平成２０年度に、３０パーセントの方に予防効果が表われることを目標としま
す。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

事業参加による改善率（％）
介護予防教室の参加者のうち、要支援・要
介護状態に移行しなかった方の割合

（ 平成20 ） 年度に

（ 30% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 0.00 18.00 24.00 事業開始前に目標値を設
定するにあたり、国が示
す要支援・要介護への移
行防止率の計画値を用い
ましたが、新宿区の実績

 は大きく上回りました。
 （参考）

国が示す移行の防止率の
 目標

 　平成18年度　18％
 　平成19年度　24％　

　平成20年度　30％

実績１② ％ 0.00 0.00 94.40 95.10

③＝②／① ％ 0.00 0.00 524.44 396.25

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

①特定高齢者の選定では、平成19年3月末現在で596名を選定しました。②介護予防教室の実施では、筋力
向上トレーニング（マシンあり・マシンなし）、転倒予防、水中運動、低栄養予防、総合的予防改善、認
知症予防、尿失禁予防の各教室を実施しました。
教室の延べ参加者数は3,095名でした。

平成19年度

①特定高齢者の選定では、平成20年3月末現在で2,915名を選定しました。②介護予防教室の実施では、筋
力向上トレーニング（マシンあり・マシンなし）、転倒予防、水中運動、低栄養予防、口腔機能改善、総
合的予防改善の各教室を実施しました。また、65歳以上の高齢者を対象に認知症予防、尿失禁予防、シニ
アスポーツチャレンジの各教室を実施しました。教室の延べ参加者数は12,714名でした。



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 49,968 91,196

人件費⑪ 千円 0 0 16,560 16,520

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 66,528 107,716

受益者負担⑮ 千円 0 0 1,238 5,085

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 65,290 102,631

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 1.86 4.72

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 19,967 102,631

特定財源⑱ 0 0 45,323 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 30.01 95.28

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 2.00 2.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　地域支援事業実施要綱によれば、介護予防特定高齢者施策は平成20年度目標値で高齢者人口の概ね5％を
目安として地域の実情に応じて実施するものとされています。19年4月の同要綱改正により基準の見直しが
行われた結果、19年度においては2,915名の対象者を選定し、延べで10,091名が教室事業に参加しました。
また、一般高齢者施策として実施した教室には延べで2,623名が参加しました。20年度は特定高齢者と決定
された者のさらに多くが介護予防プランにつながるための実践を行うとともに、教室を終了した高齢者が継
続して地域での介護予防活動に取り組むしくみづくりが課題となります。
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達成度 2
　特定高齢者の選定は、平成１８年度を大きく上回るなど対象者の選定が順調に進んで
いるため、評価できます。

実施の成果 3
　本事業の実施成果は、教室事業に参加した方が要支援・要介護状態に移行するのを予
防することにあります。19年度も教室参加者のうち要介護・要支援に移行しなかった者
の割合は９割を上回り、成果は大きかったといえます。

効率性 2
　特定高齢者の決定、介護予防教室の参加状況の把握等の業務を高齢者サービス課で一
括管理して実施しました。特定高齢者への最初のアプローチを区が実施するなど、対象
者の教室参加までの把握等において効率的に事業を実施できたといえます。

行政の関与 3
　地域支援事業の実施主体は区市町村となっています。計画した事業の執行状況や事業
効果を的確に把握するためにも区は積極的に関与する必要があり、この点で区の関与は
適切であったといえます。

妥当性 3
　事業の目的は要介護状態への移行を防ぐことにあることから、要介護状態への移行リ
スクの高い者を的確に選定し、アセスメントを経て教室に参加することで改善を目指す
方法は適切な方法であるといえます。

施策寄与度 3
　介護予防は対象者を適切に選定し、マネジメント、プログラムへの参加という過程を
経て初めて達成できます。本事業は介護保険法に基く必須事業ですが、本計画は施策目
的達成に寄与しているといえます。

総
合
評
価

　１９年度の評価はBとした理由は、介護予防教室の参加者のうち、要支援・要介護状態
に移行しなかった方の割合が、目標を上回ったことによります。また、過去２年間におい
ても、着実な事業展開が図られたことからBと評価します。なお、介護予防は対象者を適
切に選定し、マネジメント、プログラムへの参加という過程を経て初めて達成できます。
そのため、多くの対象者を把握できるよう町会等へのチラシの配布など介護予防の必要性
を幅広くＰＲしました。また、対象となった方には、できるだけ教室に参加するよう積極
的な働きかけをしてきたことで、年度の後半の教室充足率は約85％という結果になりまし
た。従って、施策目的の達成に寄与しているといえます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　本事業は、介護保険法に基づく地域支援事業として実施しており区市町村の実施が必須
の事業です。今後は区の経常事業「介護予防事業」として実施していきます。今後は、介
護予防教室修了者が、継続して地域での介護予防活動に取組むためのしくみづくりについ
て検討していきます。

方向性

※
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現状のまま
継続
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